
肝炎治療に係る医療費用交付規則 

平成２０年３月３１日 

宮 城 県 規 則 第 ４ ９ 号 

（目的） 

第１条 この規則は，Ｂ型肝炎ウイルス又はＣ型肝炎ウイルスによりＢ型ウイルス性

慢性肝炎，Ｃ型ウイルス性慢性肝炎その他知事が認める肝疾患を発症している者（以

下「患者」という。）のＢ型ウイルス性肝炎に対して行われるインターフェロン治

療及び核酸アナログ製剤治療並びにＣ型肝炎ウイルス性肝炎に対して行われるイン

ターフェロン治療及びインターフェロンフリー治療（以下「肝炎治療」という。）

に係る医療に要する費用を毎年度予算の範囲内において交付することで，患者の支

払う医療費の軽減を図ることを目的とする。 

（認定等） 

第２条 肝炎治療に係る医療に要する費用の交付を受けることができる者（以下「受

給者」という。）は，県内に住所を有する患者であって，医療保険各法（健康保険

法（大正１１年法律第７０号），船員保険法（昭和１４年法律第７３号），私立学

校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号），国家公務員共済組合法（昭和３３

年法律第１２８号），国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）及び地方公務

員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）をいう。以下同じ。）に規定する被

保険者又は被扶養者及び高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０

号）に規定する被保険者のうち，医療機関（健康保険法第６３条第３項第１号に規

定する保険医療機関又は保険薬局であって，知事が別に定めるものをいう。以下同

じ。）において肝炎治療に係る医療保険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律

の規定による医療に関する給付を受けている者（他の法令の規定により国又は地方

公共団体の負担による医療の給付が行われる者は除く。）で，知事の認定を受けた

ものとする。 

２ 前項の認定（以下「受給者の認定」という。）を受けようとする者は，知事が別

に定める申請書を知事に提出しなければならない。 

３ 前項の申請書には，次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）知事が別に定める診断書 

（２）受給者の認定を受けようとする者の氏名が記載された被保険者証等の写し 

（３）受給者の認定を受けようとする者及び受給者の認定を受けようとする者と同

一の世帯に属するすべての者について記載のある住民票の写し 

（４）受給者の認定を受けようとする者及び受給者の認定を受けようとする者と同

一の世帯に属する者の地方税法（昭和２２年法律第２２６号）の規定による市

町村民税（同法に規定する特別区民税を含む。）（所得割に限る。）の課税年

額（以下「市町村民税（所得割）課税年額」という。）を証明する書類 

（５）受給者の認定を受けようとする者と同一の世帯に属する者のうちに，当該受

給者の認定を受けようとする者及びその配偶者を医療保険各法（国民健康保険



法を除く。）の規定による被扶養者（以下単に「被扶養者」という。）若しく

は地方税法第２９２条第１項第８号に規定する扶養親族（以下単に「扶養親族」

という。）としない者で，かつ，当該受給者の認定を受けようとする者若しく

はその配偶者の被扶養者若しくは扶養親族でないもの又は国民健康保険法の規

定による被保険者（以下「受給者となろうとする者等と扶養の関係にない者」

という。）がいるときは，これを証明する書類（受給者の認定において，受給

者の認定を受けようとする者等と扶養の関係にない者の市町村民税（所得割）

課税年額を合算しないことを希望する場合に限る。） 

（６）その他知事が必要と認める書類 

４ 知事は，第２項の規定による申請を審査し，認定したときは肝炎治療受給者証（以

下「受給者証」という。）を交付し，認定しなかったときは理由を付してその旨を

通知するものとする。 

（有効期間） 

第３条 受給者の認定の有効期間（次条の規定により更新された受給者の認定の有効

期間を含む。）は，１年以内とする。ただし，知事が特に必要と認めるときは，こ

の限りでない。 

（認定の更新） 

第３条の２ 受給者は，（核酸アナログ製剤治療に係る受給者の認定を受けた者に限

る。）前条の規定により定められた有効期間の満了後においても継続して当該治療

を行う必要があると医師が認めるときは，受給者の認定の更新を申請することがで

きる。 

２ 前項の規定による申請をしようとする受給者は，当該認定の有効期間の満了する

日までに，受給者証を添えて，知事が別に定める申請書及び肝炎治療受給者証（核

酸アナログ製剤治療）の更新申請に係る診断書（以下「更新診断書」という。）又

は肝炎治療受給者証（核酸アナログ製剤治療）の更新申請に係る検査及び治療内容

の確認書（以下「更新確認書」という）を知事に提出しなければならない 

３ 第１項の規定による申請をしようとする受給者が，第２条第３項第１号に掲げる

診断書又は前項に規定する更新診断書若しくは更新確認書を提出し，認定を受けた

場合には，その者に係る当該認定後２回目までの更新の申請にあっては，前項の規

定にかかわらず，前回の認定後の直近の治療の内容が記載された書類の提出をもっ

て，当該更新診断書又は更新確認書の提出に代えることができる。 

４ 第２条第３項（第１号を除く。）及び第４項の規定は，第１項の規定による申請

について準用する。 

 （再認定） 

第３条の３ 受給者（インターフェロン治療に係る受給者の認定を受けた者に限る。

次条第１項において同じ。）は，第３条の規定により定められた有効期間（次条の

規定により延長された受給者の認定の有効期間を含む。）が経過した後において，

知事が別に定める要件に該当することとなったときは，受給者の認定を申請するこ



とができる。 

２ 第２条第２項から第４項までの規定は，前項の規定による申請について準用する｡ 

（有効期間の延長） 

第３条の４ 受給者は，第３条の規定により定められた有効期間の満了後においても

継続してインターフェロン治療を行う必要があるとして知事が別に定める場合には，

受給者の認定の有効期間の延長を申請することができる。 

２ 前項の規定による申請をしようとする受給者は，当該認定の有効期間の満了する

日までに，受給者証を添えて，知事が別に定める申請書を知事に提出しなければな

らない。 

３ 第２条第４項の規定は，第１項の規定による申請について準用する。 

（認定の取消し） 

第４条 知事は，受給者が次の各号のいずれかに該当することとなったときは，認定

を取り消すものとする。 

（１）死亡その他の理由により肝炎治療に係る医療の必要がなくなったとき。 

（２）県外の市町村（特別区を含む。）へ転出（住民基本台帳法（昭和４２年法律

第８１号）第２４条に規定する転出をいう。）したとき。 

（３）その他知事が必要と認めるとき。 

（受給者証の返還） 

第５条 前条各号のいずれかに該当することとなった受給者は，受給者証を添えて，

知事が別に定める届出書を知事に提出しなければならない。 

（受給者証の書換え等） 

第６条 受給者は，次の各号に掲げる事由が生じたときは，それぞれ当該各号に定め

る書類を添えて，当該事由の生じた日から速やかに知事が別に定める申請書を知事

に提出し，受給者証の書換えを受けなければならない。 

（１）受給者の氏名又は住所の変更 受給者証及び変更後の氏名又は住所の記載が

ある住民票の写し（受給者及び受給者と同一の世帯に属するすべての者につい

て記載があるものに限る。） 

（２）加入している医療保険の変更 受給者証及び受給者の氏名が記載された新た

な被保険者証等の写し 

（３）医療機関の変更受給者証 

２ 受給者は，知事が別に定める場合には，月額自己負担限度額の変更を申請するこ

とができる。 

３ 前項の規定による申請をしようとする受給者は，次の各号に定める書類を添えて，

知事が別に定める申請書を知事に提出しなければならない。ただし，知事が特別の

事情があると認めるときは，この限りではない。 

（１）受給者証 

（２）受給者及び受給者と同一の世帯に属するすべての者について記載のある住民

票の写し 



（３）受給者及び受給者と同一の世帯に属する者の市町村民税（所得割）課税年額

を証明する書類 

（４）受給者と同一の世帯に属する者のうちに，当該受給者及びその配偶者を被扶

養者若しくは扶養親族としない者で，かつ，当該受給者若しくはその配偶者の

被扶養者若しくは扶養親族でないもの又は国民健康保険法の規定による被保険

者（以下「受給者等と扶養の関係にない者」という。）がいることを証明する

書類（月額自己負担限度額の変更において，受給者等と扶養の関係にない者の

市町村民税（所得割）課税年額を合算しないことを希望する場合に限る。） 

４ 第２条第４項の規定は，第２項の申請に準用する。 

（受給者証の再交付） 

第７条 受給者は，受給者証を破り，汚し，又は失ったときは，受給者証の再交付を

申請することができる。 

２ 前項の規定による申請をしようとする受給者は，知事が別に定める申請書を知事

に提出しなければならない。 

３ 前項の申請書には，受給者証を破り，又は汚した受給者にあっては，当該受給者

証を添付しなければならない。 

（受給者証の提示） 

第８条 受給者は，肝炎治療に係る医療を受けようとするときは，受給者証を提示し

なければならない。 

（費用の交付） 

第９条 肝炎治療に係る医療に要する費用は，受給者が肝炎治療に係る医療を受ける

医療機関に対し交付する。ただし，知事が別に定める場合には，受給者からの請求

に基づき，当該受給者に対して交付する。 

２ 前項ただし書の規定による請求をしようとする受給者は，知事が別に定める請求

書を知事に提出しなければならない。 

３ 前項の請求書には，知事が別に定める証明書を添付しなければならない。 

（書類の経由） 

第１０条 この規則の規定により知事に提出する書類は，受給者の住所地を所管する

保健所長を経由するものとする。 

（委任） 

第１１条 この規則に定めるもののほか，交付する額，支給方法その他この規則の施

行に関し必要な事項は，知事が別に定める。 

附 則（平成２０年３月３１日宮城県規則第４９号） 

この規則は，平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年３月３１日宮城県規則第４７号） 

（施行期日） 

１ この規則は，平成２１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 



２ この規則の施行の際現に受給者の認定を受けている者であって当該受給者の

認定の有効期間が平成２１年４月１日から同年６月３０日までの間に満了する

ものに係る改正後の肝炎治療に係る医療費用交付規則（以下「新規則」という。）

第３条第３項に規定する申請書その他の書類の提出期限は，同項の規定にかかわ

らず，同日とする。 

３ 平成２１年４月２日から同年６月３０日までの間において，この規則の施行の

際現に受給者の認定を受けている者又は同年４月１日前に受給者証の認定の申

請をした者で同日以後に当該申請に係る受給者の認定を受けたものに係る新規

則第６条第３項に規定する申請書その他の書類が提出された場合（月額自己負担

限度額の変更において，受給者等と扶養の関係にない者の市町村民税（所得割）

課税年額を合算しないことを希望する場合に限る。）には，当該書類は，同日に

提出されたものとみなす。 

附 則（平成２２年２月９日宮城県規則第５号） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

 ２ 改正前の肝炎治療に係る医療費用交付規則の規定による様式第２号で取扱い

上著しく支障のないものについては，当分の間，改正後の肝炎治療に係る医療費

用交付規則の規定によるものとみなす。 

 

附 則（平成２２年３月３１日宮城県規則第５２号） 

（施行期日） 

１ この規則は，平成２２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行前に改正前の肝炎治療に係る医療費用交付規則（以下「旧規則」

という。）の規定になされた手続，認定その他の行為でこの規則の施行の際現に

効力を有するものは，改正後の肝炎治療に係る医療費用交付規則（以下「新規則」

という。）の相当の規定によりなされた手続，認定その他の行為とみなす。 

３ 旧規則の規定による様式で取扱い上著しく支障のないものについては，当分の

間，新規則の規定によるものとみなす。 

 

附 則（平成２３年１２月１６日宮城県規則第９３号） 

（施行期日） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の肝炎治療に係る医療費用交付規則の規定による様式で取扱い上著し

く支障のないものについては，当分の間，改正後の肝炎治療に係る医療費用交付

規則の規定によるものとみなす。 

 



附 則（平成２５年１２月２７日宮城県規則第８４号） 

（施行期日） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の肝炎治療に係る医療費用交付規則の規定による様式で取扱い上著し

く支障のないものについては，当分の間，改正後の肝炎治療に係る医療費用交付

規則の規定によるものとみなす。 

 

附 則（平成２６年４月３０日宮城県規則第４７号） 

（施行期日） 

   この規則は，公布の日から施行する。 

 

附 則（平成２６年１１月２１日宮城県規則第７８号） 

（施行期日） 

１ この規則は，公布の日から施行し，改正後の肝炎治療に係る医療費交付規則に

ついては平成２６年９月２日から適用する。 

（経過措置） 

２ 改正後の肝炎治療に係る医療費用交付規則の規定による様式で取扱い上著し

く支障のないものについては，当分の間，改正後の肝炎治療に係る医療費用交付

規則の規定によるものとみなす。  

 

附 則（平成２７年８月２１日宮城県規則第７９号） 

（施行期日） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の肝炎治療に係る医療費用交付規則による様式で取扱い上著しく支障

のないものについては，当分の間，改正後の肝炎治療に係る医療費用交付規則の

規定によるものとみなす。 

 

附 則（平成２７年１２月２５日宮城県規則第１０３号） 

（施行期日） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の肝炎治療に係る医療費用交付規則による様式で取扱い上著しく支障

のないものについては，当分の間，改正後の肝炎治療に係る医療費用交付規則の

規定によるものとみなす。 

 

 



附 則（平成２８年９月２日宮城県規則第１０８号） 

（施行期日） 

１ この規則は，公布の日から施行する。ただし，第２条第４項の規定による様式

は，平成２８年１０月１０日から適用する。 

（経過措置） 

２ 改正前の肝炎治療に係る医療費用交付規則による様式で取扱い上著しく支障

のないものについては，当分の間，改正後の肝炎治療に係る医療費用交付規則の

規定によるものとみなす。 

 

附 則（平成２９年１０月２０日宮城県規則第５６号） 

（施行期日） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の肝炎治療に係る医療費用交付規則による様式で取扱い上著しく支障

のないものについては，当分の間，改正後の肝炎治療に係る医療費用交付規則の

規定によるものとみなす。 

 

附 則（平成３０年６月５日宮城県規則第８０号） 

（施行期日） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の肝炎治療に係る医療費用交付規則による様式で取扱い上著しく支障

のないものについては，当分の間，改正後の肝炎治療に係る医療費用交付規則の

規定によるものとみなす。 

 

附 則（令和元年６月２５日宮城県規則第５６号） 

（施行期日） 

１ この規則は，公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の肝炎治療に係る医療費用交付規則による様式で取扱い上著しく支障

のないものについては，当分の間，改正後の肝炎治療に係る医療費用交付規則の

規定によるものとみなす。 

 


